
認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号及び第８号

【別表C（5）（公益目的事業継続予備財産）】
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公益目的事業継続予備財産を保有する場合には、以下の事項について記載ください。

①保有の必要性

公益目的事業継続予備財産を保有する必要性を記載ください。以下のⅰ～ⅳの観点からの御説明が考えられま
す。
ⅰ　公益法人の事業内容、ⅱ　資産及び収支の状況、ⅲ　災害その他の予見し難い事由の発生により想定される
公益目的事業の継続が困難となる事態、ⅳ　不測の事態に備えた平時の取組

②限度額 円 上記①の必要性に基づき必要となる金額とその理由・根拠を記載ください。

③公益目的事業継続予備財産額
使途不特定財産額の計算において控除される予備財産額は、「上記②限度額」又は「使途の定まっていない公益
目的事業財産（対応する負債を除く）の額」のいずれも超えることはできません。

②限度額
使途の定まっていない公益目的事業財産

（対応する負債を除く）の額（※）
公益目的事業継続予備財産額

円

（※）使途の定まっていない公益目的事業財産（対応する負債を除く）の額＝公益目的事業会計の資産額（対応する負債を除く）－公益目的
事業会計の控除対象財産（対応する負債を除く）の額で算定

公益目的事業会計の資産額 2,271,099,628

公益目的事業会計の負債額 838,169,172

0 円 756,053,108 円 ⇒ 0

1,030,976,108

公益目的事業会計の控除対象財産額 1,030,976,108

公益目的事業会計の控除対象財産の対応負債の額 354,098,760

公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

控除対象財産の額　3欄 31 0 控除対象財産の額　3欄 31

1,702,078

控除対象財産に直接対応する負債の額　Ｃ（１）5欄のうち公益
目的事業会計に係る額 32

指定純資産の額 33 指定純資産の額 33

87,554,901

31欄-32欄-33欄 34 0 31欄-33欄 34 1,029,274,030

引当金勘定の合計額 35 引当金勘定の合計額　9欄 35

750,614,271

各資産に直接対応する負債の額　C(1)5欄+6欄+7欄のうち公益
目的事業会計に係る額 36

その他負債の額　2欄-35欄-36欄 37 0 その他負債の額　2欄-35欄 37

354,098,760

一般純資産の額 38 一般純資産の額 38 1,431,228,378

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 0 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39


